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平成２９年９月６日 

東 京 都 知 事 

小池 百合子  様 

三多摩建設業連合会 会長 細沼 順人 

          （一社）北多摩建設業協会 会 長 林   清一 

（一社）南多摩建設業協会 理事長 森屋 義政 

            西多摩建設業協同組合    理事長 細沼 順人 

平成３０年度 東京都予算等に対する要望書 

平素は三多摩建設業連合会に対して格別のご指導ご高配を賜り、

厚く御礼申し上げます。東京都におかれましてはオリンピック・パ

ラリンピック開催や築地市場の再開発等、粛々と施設整備・計画を

進められていることと推察致します。構造的に慢性化した人材不足

に悩む建設業界ではございますが、これらのプロジェクトには中小

建設業者としても大いに期待しております。 

 一方、近年は大地震や豪雨等の自然災害により多くの命と財産が

失われており、その危険性は首都直下型地震等の可能性が高まる東

京都においても同様です。東京都と災害協定を締結する三多摩建設

業連合会の各団体は、関係部局との連携は勿論のこと、被災地の視

察や防災訓練参加により、いつ災害に襲われても対応するべく日々

精進しております。 

しかしながら、多摩地域には都心と比較して利便性や安全な暮ら

しという基本的な生活での格差が依然として残り、多摩地域の都民

と中小建設業者に重い足かせとなっています。多摩地域は都心へ通

勤・通学するベッドタウンであり、一方では河川や山間部を抱える

自然豊かな側面もございます。社会資本整備の遅れから多摩地域が

安全性・利便性に不安を抱えることは、東京都及び地域経済の健全

な発展に憂慮すべき事態であります。多摩地域の社会資本整備につ

いて一層のご高配を賜りますようにお願い申し上げます。 

 三多摩建設業連合会は一般社団法人北多摩建設業協会・一般社団

法人南多摩建設業協会・西多摩建設業協同組合の三団体で構成され

ております。今後とも地域に密着した中小建設業団体として、会員

各社は社会的使命を認識し、東京都との緊密な連携を通して都民が

安心して生活できる社会作りと地域経済の発展に鋭意取り組んで参

ります。平成３０年度の予算編成にあたりましては、前年度にも増

して多摩地域に特段のご理解とご高配を賜りたく、要望書を提出さ

せて頂きます。 

《 要  望  事  項 》 

一．公共事業費の確保について 

１ 東京都においては大地震・集中豪雨による水害、土砂災害の危険 

が高まっている。都民の生命と財産を守るため、災害対策として

の河川事業（調節地、護岸、堤防、砂防等）・橋梁整備事業・災害

防除事業・耐震補強事業・交通安全施設事業に対して、引き続き

公共事業費の優先確保をされたい。また都市間連携の推進・交通

渋滞解消と多摩地域住民の安全性・利便性向上、産業の活性化を

促進するための道路事業（多摩南北主要５路線、南多摩尾根幹線

道路、多摩川・秋川南岸道路、梅ケ谷トンネル等）に対し、前年

度を上回る公共事業費の優先確保をされたい。 

２ ２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック開催に向け今後 

さらに施設整備が進むが、その増大した費用捻出のため多摩地域

の公共事業費、工事費が削減されることがないように要望する。 

平成２９年度、第一四半期の多摩地域における工事発注量は件数

前年度比１１．１％減、請負金額２４．６％減である。一方２３

区内では件数こそ０．６％減だが、請負金額は３３．１％増えて

いる。知事部局からの工事発注量は増加しているものの、西多摩

地区は請負金額２４．６％減である。東京都全体で均整の取れた

発展を遂げていくことを切に要望する。 
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整備された阿武の里２号砂防堰堤 

（提高 11ｍ、堤長さ 186ｍ） 
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 ９ 月 事 業 報 告  

１日 午前８時 西建協・災害対策本部設置８名参集 

        （正副理事長・災害対策安全正副委員長） 

＊全７２路線道路啓開協定業者緊急巡回の実施 

６日 三多摩建設業連合会  

平成３０年度東京都予算等に対する、都知事、 

     都議会自民党・公明党・民進党に要望書提出及び 

     自民党ヒヤリング実施  

８日 広報委員会 ２７８号編集発行 

８日 事業委員会 

１４日 労働衛生週間説明会    （建災防西多摩分会）  

会場 羽村市スポーツセンター ２階会議室 

     １部 平成２９年度労働衛生週間実施要綱の説明 

２部 講演  講師  森川 あやこ 先生 

テーマ「ヒヤリハットをおこさない！  

安全・安心職場・現場の作り方！ 

１５日 大型工事現場視察研修・親睦ＢＢＱ 

視察先 成友興業㈱ 城南島第二工場 

親睦ＢＢＱ    城南島海浜公園       

１９日 総務委員会 

２０日 理事会 

２８日２９日 三多摩建設業連合会主催 被災地視察研修 

訪問先 一般社団法人 広島県建設工業協会 

  広島市安佐南区と安佐北区土砂災害現場視察 

１０ 月 事 業 計 画 

５日 事業委員会 

１３日 広報委員会 ２７９号編集発行 

１６日 総務委員会 

１８日 理事会 

 
 

 

 

◇日建学院青梅認定校（西建協）からのご案内◇ 
受講生募集案内 『合格のための受験対策講座』 

<青梅校 2018年度開講講座〉 

◎２級建築士学科（日曜）コース  

◎１級建築施工管理技士学科講座  毎週 火・木 

◎１級土木施工管理技士学科講座  毎週 火・木 

◎給水装置工事主任技術者 受験対策講座 毎週 月・水   

◎２級土木施工管理技士コース 

◎宅地建物取引主任者本科コース  毎週 水 １３時～ 

◎２級建築施工管理技士コース 

西多摩建設業協同組合が「日建学院認定校」として、 

青梅校を開講（１０年目）致します。 

会員企業の皆様からの受講問合せ（受講申込）等の連絡を 

お待ちしております。 

＊詳細説明は随時致します。 

＊先ず下記までお問合せ下さい。 

連絡先 青梅認定校（西建協） 0428-22-6245 石川 

      日建立川校  担当：澤田 080-9349-3870 

 

 
二．地元中小建設業者の受注機会の確保について 

１ 東京都では分離分割発注を積極的に推進されているが、特に土木 

工事については、地元中小建設業者の対応案件増加のため、引き続

き更なる分離分割発注を徹底されたい。 

２ 「担い手三法」は公共事業の発注時期を平準化することが発注者 

の使命と定めているが、東京都は都政改革に関わる契約制度変更に

伴い、「担い手三法」に逆行し、地元中小建設業者が対応できる案

件の発注を平成２９年度この時期まで大きく減少させている。 

債務負担行為のさらなる活用等、発注時期の平準化スケジュールが

狂うことのないように要望する。 

３ 東京都は総合評価方式入札を拡大しているが、適用する工事種別 

に偏りがあって、特に電線共同溝設置や路面補修では、工事実績 

を持つ一部業者へ受注が極端に集中する事態を招いている。地元 

中小建設業者の工事実績と受注機会の確保のため、半数は従来の 

公募型指名競争入札として発注されたい。 

４ 総合評価方式入札での同種（類似）工事の施工実績に対する加点 

については、かなり大規模な施工実績のみ加点されている。地元 

中小建設業者にも配慮し、当該工事の１／３程度の実績でも同種 

工事として加点されるように要望する。 

三．入札・契約制度の改善について 

１ 最低制限価格近辺での応札が頻発する最中断行された契約制度の

変更は、地元中小建設業者にとってはまさしく死活問題である。 

国策の「担い手三法」と真逆の方針であり、降雪時の応急対応や 

災害対応に大きな阻害要因となる。また多摩地域に大手建設業者 

は存在せず、今回の制度変更の主因となった問題は生じていない。 

以上の観点から多摩地域では一連の契約制度の変更を撤回するか、

もしくは都心で十分な期間試行してから適用されたい。 

２ 東京都は入札指名者数の「１０者しばり」を緩和する方針を表明 

した。指名者数増加は入札参加機会こそ増えるが、受注競争激化 

から過度なダンピングを誘発し、結果として地元中小企業の受注 

減少につながる。また、東京都は地元中小建設業者が対応できる 

案件に対し、他道府県に本店を置く建設業者にも入札参加機会を 

与えている。他道府県では考えられないことであり、地元で十分 

な業者数を確保できる現状からも適切な対応ではない。東京都に 

本店を置く中小建設業者が受注し、納税でお返しすることこそが 

在るべき形である。以上の観点から指名競争で従来の入札指名者 

数を維持すると共に、他道府県に本店を置く建設業者へ入札参加 

機会を与えないように要望する。 

３ 契約制度の変更によってＪＶ結成義務が撤廃され、意欲と能力が 

あれば入札機会を与えるとはいえ、一般的には地元中小建設業者 

 の受注機会が減少すると思われる。ＪＶ結成義務は従来通り継続 

として、制度変更を撤回されたい。 

４ この度の入札・契約制度改革は、従来の制度を運用面で改善する 

ことで対応可能な問題でも、大幅かつ強引な制度変更によって、 

地元中小建設業者の企業活動に大きな不安の影を落としている。 

制度改革を試行した結果の検討は極力短期間で迅速に行い、撤回 

もしくは見直しについて、柔軟な対応を要望する。 

四．その他 

１ 当連合会各団体は東京都と災害協定を締結し、業務用ＭＣＡ無線 

  により災害時の連絡体制を構築しているが、現状は東京都からの 

   発信のみ全面可能であって、各団体から各建設事務所への発信は 

不可能である。今後も継続して業務用ＭＣＡ無線を使用する場合 

は、相互通信が可能となるようにシステムを変更されたい。また 

当連合会・各団体・各会員はＢＣＰの取得等により、災害発生時 

でも事業継続できる体制を整えている。有事の際円滑な復旧活動 

を行えるように、東京都と合同の防災訓練開催を要望すると共に、 

総合評価方式入札の更なる加点によって、防災・減災意欲を強く 

持つ地元の中小建設業者に予算が配分されるように要望する。 

 


